












































































































































































































































































































 マクドナルドは主に NGO の民主的統御を念頭に置くが、政治システムを通じて正統化さ
れていない公共権力として圧倒的に重要なのは企業が行使する経済権力であり、民主的ガ
バナンスのためには、企業内部の意思決定過程を MSP に基づき統御しうるかが鍵になる。
そこで、「市民社会の民主化」戦略を企業に適用し、企業が行使しうる公共権力の民主的統
御を通じて、ガバナンスに民主的正統性を調達していくべきであろう。企業経営は脱政治化
に親和的であるかのように捉えられがちであるが、20 世紀の経営学における諸学説を顧み
ると、人間組織において株主・債権者や従業員、供給者、消費者、地域社会などといった多
様なステークホルダーの多元的な利害の衝突を調停し、統合的な意思決定と貢献に応じた
成果分配を果たそうとする企業経営にこそ、すぐれて政治的な諸契機を見出しうることが
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再確認される。近年の経験的分析が明らかにしているように、多様なステークホルダーの異
なる利害関心の均衡を図ることは、長期的な企業業績にも好影響を与えうる統治構造であ
り、少なからず公共的・政治的な性格を併せ持つ企業にとって、応答すべきステークホルダ
ーの範囲と要請を明確化できる点でMSP は有意義である。ガバナンスにおける統治能力と
民主的正統性のジレンマを解消するために急務であるのは、市民社会セクターそのものの
民主化であり、民間主体が担うべき公共的役割をステークホルダーとの対話を通じて明確
化することは、ガバナンスの下で不分明となりがちな公私区分を再定義するという重要な
意義がある。 
 巨大な企業権力の行使を民主的に統御するために用いることのできる回路は複数存在し
ており、相互に結びついている。第一に政治システムを通じた法的な統御回路として、企業
内にMSP を制度化するべきである。企業は、その強大な経済権力を正統化するために、出
資者や従業員に限られない多様なステークホルダーの利害関心に基づく意思決定を行なう
べきであり、そうした企業統治構造は経営戦略上も妥当性を持ちうる。企業組織内でのステ
ークホルダー対話を制度化する方策としては、ドイツにおける労使共同決定の制度例を踏
まえた多元的利害の代表機関（ステークホルダー役員会）を設けることが考えられる。第二
に、企業外の地域社会、市民社会組織、メディアによる監視や、一定の規範遵守への圧力、
相互対話などを通じて、企業の自主的事業改善を促す社会的な統御回路がありうる。企業内
部の意思決定過程に包摂されないステークホルダーであっても、国連グローバル・コンパク
トのような自発的な討議実践や、市民社会内部の評判メカニズム、監視のネットワークを通
じて、企業権力を民主的に統御するための有力な手段を持つことができる。第三に、同様に
企業組織外からの働きかけとして、市場を通じた経済的な統御回路も機能させうる。ステー
クホールディングの歴史的淵源の 1 つでもある人民資本主義／大衆資本主義の考え方に基
づき、公正な市場秩序の維持と諸個人の資産形成支援策を前提とした、社会的責任投資の一
般化と政治的消費行動の拡大を図ることにより、市場メカニズムそのものを民主的統御の
力としていくことは不可能ではない。 
 
5. ステークホルダー・デモクラシーの理念的・制度的体系化 
 本章では、これまでの各章で明らかにしたステークホルダー・デモクラシーの諸特徴が、
主権国家秩序を前提にした従来の代表制デモクラシーとのあいだで、どのような関係を取
り結ぶことになるのかを示し、検討の成果を体系化した最終的なモデルを描き出す。まず、
分野・争点ごとに構成される機能的デモス（ステークホルダー共同体）に責任を負う代表者
と、より一般的な法的デモスに責任を負う代表者が、それぞれどのような役割を果たすべき
であるのかを論じる。次に、ステークホルダーによる意思決定過程において熟議と集計のそ
れぞれをどのように用いるべきかを検討する。そして、決定が為された後も応答性を確保す
ることの重要性を指摘し、異なる単位のあいだでの競合と調停が応答性を高める可能性が
あることを示す。 
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 個別の決定による影響に応じた機能的デモスを民主政治の正統な主体と見なすステーク
ホルダー・デモクラシーは、分野・争点ごとにステークホルダー共同体の代表者によって合
議体（ステークホルダー委員会）を組織し、ステークホルダー間の合意に基づく意思決定を
行なう制度を求める。従来の代表制では、有権者は政党ごとにパッケージ化された政策の束
のあいだで選択を迫られるのみだが、ステークホルダー・デモクラシーにおいては、有権者
は分野・争点ごとの代表者を得られることになり、政治システムへの多様な入力機会を通じ
て、政治的有効性感覚を回復しうるだろう。ただし、分野・争点ごとのステークホルダーに
よる熟議が偏った少数者支配に陥ることや、分野・争点ごとの決定が矛盾することを防ぐた
めには、法的デモスを代表する観点から監視・審理を行なう議会の重要性は依然として失わ
れない。政策分野・政策課題ごとの重要性を判断し、予算配分などを通じて優先順位づけを
行なう役割を担う制度体は、依然として議会以外には考えにくい。法的デモスは、資源分配
のような一般的争点についての決定を通じて、機能的デモスへの一定の統制が可能であり、
弱い利害関心しか持たない受動的な観衆には、強い利害関心を持った能動的なステークホ
ルダーたちが過大な権力を振るうことを抑制する役割が期待される。政治の脱領域化によ
り、地理的境界を前提とするどのような議会も、自らの法的存立根拠である管区（法的なデ
モス）と、自らの決定が実際に影響を及ぼしうるステークホルダー（機能的なデモス）との
小さくないズレを抱えており、十全な代表性を独占的に主張しうる立場にはない。民主的正
統性が拠って立つ単一のデモスを確定困難な現代においては、多様なデモイに基づいて代
表性が形成される複数の経路が重要であり、脱領域的・多元的に構成されるステークホルダ
ー共同体＝構成母体を代表する NGOなどは、領域的・一元的なデモス＝管区を代表する議
会の機能を損なうよりも、むしろ補完するものであると言える。濃厚な利害関係を有する相
対的少数のステークホルダーによる熟議と合意は、希薄な利害関係を有する社会全体によ
る監視・審理・承認を経て、重層的に正統化されるべきなのである。 
 具体的な意思決定過程のなかでは、ステークホルダーによる熟議が必ず合意に至るとは
限らないため、何らかの表決が行なわれる可能性は常に存在する。そして社会集団における
意思決定を投票で決する場合、一人一票のように各投票者が均一の重みを与えられること
は決して当然のルールであるとは言えず、特定の利害関係や被影響性に応じた発言力の重
みづけは広く行なわれている。また、一人一票という原則を維持したままでも、個別の決定
ごとに直接投票を行なう制度の下で持ち票の他者への委譲を認めることにすれば、ある分
野・争点への利害関心が乏しい有権者から利害関心の大きな有権者への持ち票の委譲を通
じた自発的な重みづけが促され、発言力を被影響性に応じた配分へと近づけることはでき
ると考えられる。オンラインの投票システムを介して分野・争点ごとの直接投票や票の委譲
が可能になれば、選挙と同様の集計的手段を用いながらも、地理的に区切られたデモスに基
づくのでない脱領域的な代表性を実現する回路を示すことができる。その場合、票の委譲を
容易にするだけでなく、リアルタイムで委譲を撤回することも可能にすることで、有権者
（委譲元）から代表者（委譲先）への権限付与と権限剥奪のメカニズムを、標準的な代表制
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デモクラシー以上に強く働かせることができると考えられる。ただし、集計的手段を通じて
被影響性に応じた発言力の重みづけに近づけるためにも、単に所与の選好に基づく集計を
行なうよりも、事前に熟議の場を設けるべきだと考えられる。加えて、異なる分野・争点ご
との決定を相互に調整する役割を果たす場として、集計的手段を通じた決定は事後にも熟
議を必要とすることになる。熟議と集計は相互補完的に用いるべきなのである。 
 さらに、ステークホルダー代表による決定が行なわれたあとでは、その実施過程における
応答性を確保するための方策が重要である。民主的正統化の根拠となるべきデモスを予め
確定できない脱領域的なガバナンスにおいては、決定に先行する代表性から、決定以後にも
持続されるステークホルダーとの絶えざる対話を通じて確保可能であるような応答性へと、
いくらか重心を移動することが求められる。応答性の要請は、いったん制度的な代表性を確
保した代表者によって公共権力が構成母体（ステークホルダー）の意思を離れて行使される
ことを防ぐために不可欠である。また、複数の政治単位によって示された異なる民意が正統
性を争う事態においては、決定を為すべき主体の所在が問題となってくる。しかし、こうし
た異なるデモイの競合は、それ自体として民主化を促進するものとの評価が可能である。現
代における政治的決定が広範囲に不確実な影響を及ぼすとすれば、特定の政治単位が絶対
化することを防ぎ、複数の政治単位のあいだでの対話を迫る補完性の原則は、権力の抑制均
衡を図る政治指針として、民主的な応答性の確保に重要な役割を持つ。そして、最も課題解
決に適した主体が対処すべきであるというその理念的核心は、能力に応じた責任の分担を
含意しており、理論的には政府間のみならず、民間主体内／間にも適用できる。能力に応じ
た責任が社会一般に適用されるなら、個別的な政策争点ごとに公共的問題の解決に最適な
単位・主体が割り当てられることで、市民社会内部の自律的な問題解決能力の向上につなが
る。社会内の政治的決定一般に国家機能の肥大化を招かないかたちで民主的正統性を調達
するという、すぐれてリベラルなプロジェクトの実現可能性は、多元的な回路それぞれにお
けるステークホルダーによる合意形成を促進することで、一層高まるであろう。 
 
結語—織りなされるヴィジョン 
 ステークホルダー・デモクラシーの大きな意義は、政治システム外に広がるサブ政治の民
主的統御可能性を射程に収めている点にある。代表制デモクラシーが対応できていない、政
治システム外の多様な小文字の政治を焦点化し、NGO や企業のような非国家主体をもステ
ークホルダーによって民主的に統御しうる回路を提示することは、ステークホルダー・デモ
クラシーの重要な特徴である。異なる文脈に応じて複数のデモスに帰属することで、諸個人
が多元的な集合的意思決定の機会に参加できるようになることは、ポスト政治期において
減衰しつづける政治的有効性感覚を回復させるのみならず、断片化した個々別々の政治と
私たちが向き合っていくための新たな様式を提示する。このモデルは、ステークホルダーと
いう新たな政治主体像の措定を通じて、グローバルな規模で脱領域化するとともに市民社
会内部に遍在化している政治を共通して規律しうる、新たなデモクラシーのヴィジョンを
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描き出すものであり、多元的な統治権力がますます強大化していくなかでは、こうした視座
は重要性を増すばかりであろう。 
 本論文は多くの面でステークホルダー・デモクラシーのモデルを洗練化して描き出すこ
とを果たしたが、一方で限界も有している。規範的政治理論におけるデモクラシーのモデル
化研究に則って議論を進めた本論文では、モデルが要請され作動する一般的な諸条件につ
いては論及したものの、実際にモデルを適用する場合の実現可能性や、適用により解決を期
待できる具体的な問題の事例、他のモデルと比較して妥当性を明示しうる実証的根拠など
について、十分に掘り下げられたわけではない。ステークホルダー分析の認識枠組みや制度
的配置については具体的実践のなかで適宜修正を加えていくことが必要であろうし、多元
的な政治社会においてステークホールディングやMSP を制度化し、実効的に機能させてい
くためには、より経験的研究に立ち入りながら個別の事例を採り上げ、モデルの検証と更な
る洗練を図っていかねばならないだろう。いずれも、本論文の延長上で今後に取り組むべき
重要な課題である。 
 
